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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。 

３ 第50期までの潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。また、第51期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、中間純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。 

４ 当社は、企業集団を構成する関係会社を所有していないため、持分法を適用した場合の投資利益の記載はしておりませ

ん。 

５ 「従業員数」欄( )内は、外書で臨時従業員数(平均雇用人数を１人１日８時間で換算し算出)を記載しております。 

  

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 3,729,586 3,599,870 3,366,972 7,648,554 7,732,918

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) 205,184 86,318 △7,229 266,358 207,554

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(千円) 110,958 49,356 △14,379 132,212 105,166

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 434,319 434,319 434,319 434,319 434,319

発行済株式総数 (株) 4,015,585 4,015,585 4,015,585 4,015,585 4,015,585

純資産額 (千円) 3,772,994 3,521,559 3,343,282 3,617,357 3,603,064

総資産額 (千円) 7,498,518 7,229,757 6,430,445 7,409,487 7,103,768

１株当たり純資産額 (円) 939.59 948.04 900.04 968.44 963.25

１株当たり中間 
(当期) 純利益又は 
中間純損失(△) 

(円) 27.63 13.29 △3.87 28.10 21.58

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 30.00 30.00

自己資本比率 (％) 50.3 48.7 52.0 48.8 50.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 132,887 122,606 △135,115 58,008 △44,809

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 177,847 23,806 △56,027 163,188 △293,030

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 129,532 △362,148 △76,334 △171,587 △427,229

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 2,251,912 1,644,248 827,420 1,859,984 1,094,911

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(人) 
248 
(39)

241
(45)

255
(49)

249 
(37)

248
(48)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(人) ２５５(４９) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、世界経済の着実な回復に伴い、国内民間需要に支えられ底堅く推移し

ております。 

このような経済情勢のもとで広告業界は、期初においては、広告媒体全体では増加傾向で推移したものの夏以

降、マスメディア４媒体(新聞・雑誌・ラジオ・テレビ)が減少に転じました。しかし、折込広告の出稿動向は、

各月で増減はあるものの概ね横這いで推移いたしました。また、印刷業界におきましては、企業間競争による受

注価格の下落傾向は依然回復されず厳しい経営環境で推移いたしました。 

このような状況のなか、当社におきましては、チラシは基より、チラシ以外の販売促進物を機動的な企画提案

営業を積極的に推進いたしましたが、価格競争に加え、業者の選定方法の多様化による企業間競争の激化などに

より、当社の売上高は前年を若干下回りました。また、製造面におきましては、ＣＴＰシステムの導入に伴う生

産効率の向上、および材料費の削減や燃料費削減のためＬＰＧから都市ガスへ移行するなど製造原価軽減に注力

いたしましたが、販売価格の下落による影響から中間純損失を計上いたしました。 

以上の結果、当中間会計期間の業績といたしましては、売上高は33億66百万円（前年同期比6.5%減）、経常損

失は7百万円（前年同期は経常利益86百万円）、中間純損失は14百万円（前年同期は中間純利益49百万円）とな

りました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）につきましては、主に仕入債務の減

少により、当中間会計期間末の資金残高は前事業年度末より2億67百万円減少し、8億27百万円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、1億35百万円（前年同期は得られた資金1億22百万円）となりました。これは主

に、増加要因として売上債権の減少が3億8百万円ある一方で、減少要因として仕入債務の減少3億95百万円及び法

人税等の支払額38百万円生じたことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、56百万円（前年同期は得られた資金23百万円）となりました。これは主に有形

固定資産の取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は76百万円（前年同期比78.9%減）となりました。これは主に配当金の支払による

ものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を製品別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額は、販売価格により記載しております。 

２ その他は、DM(ダイレクトメール)等であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間会計期間における受注実績を製品別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額は、販売価格により記載しております。 

２ その他は、DM(ダイレクトメール)等であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品目別 生産高(千円) 前年同期比(％) 

折込広告 2,763,430 87.9 

包装資材 108,816 113.7 

その他 511,173 138.2 

合計 3,383,420 93.7 

品目別 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

折込広告 2,703,446 84.4 336,982 59.5 

包装資材 99,215 101.1 2,670 181.2 

その他 517,554 145.4 91,712 246.5 

合計 3,320,216 90.8 431,365 71.3 



(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を製品別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ その他は、DM(ダイレクトメール)等であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

(注)  ギガスケーズデンキ（株）の当中間会計期間については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しておりま

す。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たな課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間会計期間において、特記すべき事項はありません。 

  

品目別 販売高(千円) 前年同期比(％) 

折込広告 2,762,721 88.2 

包装資材 98,782 98.8 

その他 505,469 137.0 

合計 3,366,972 93.5 

相手先 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

㈱ヤマダ電機 607,613 16.9 554,913 16.5

ギガスケーズデンキ㈱ 382,920 10.6 － －



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 14,000,000

計 14,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,015,585 4,015,585 ジャスダック証券取引所 ― 

計 4,015,585 4,015,585 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 4,015,585 ― 434,319 ― 425,177



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

（注）上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式は、次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  249千株 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

平賀 豊 東京都練馬区羽沢２－２６－１５ 575 14.33

平賀 典男 東京都練馬区石神井町７－１７－３７ 484 12.06

有限会社大豊サービス 東京都練馬区羽沢２－２６－１５ 366 9.13

株式会社平賀 東京都練馬区豊玉北３－３－１０ 301 7.50

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－１１ 249 6.20

平賀従業員持株会 東京都練馬区豊玉北３－３－１０ 228 5.68

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 100 2.49

大日本インキ化学工業株式会社 東京都中央区日本橋３－７－２０ 100 2.49

大日精化工業株式会社 東京都中央区日本橋馬喰町１－７－６ 80 1.99

三井 豊 東京都豊島区目白３－２９－３ 62 1.54

計 
  

2,546 63.41
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式）
普通株式 301,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

3,712,000 
3,712 ― 

単元未満株式 普通株式 2,585 ― ― 

発行済株式総数 4,015,585 ― ― 

総株主の議決権 ― 3,712 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

株式会社平賀 東京都練馬区豊玉北3-3-10 301,000 ― 301,000 7.50 

計 ― 301,000 ― 301,000 7.50 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 860 850 830 905 870 871

最低(円) 760 780 774 835 845 859



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財諸表について、あずさ監査法人により中間

監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日現在)

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在)

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 981,361 444,020 535,106 

２ 受取手形 33,129 11,089 10,578 

３ 売掛金 1,186,166 1,127,912 1,439,150 

４ 有価証券 662,887 383,400 559,804 

５ たな卸資産 966,674 899,865 978,058 

６ 未収入金 119,173 231,969 135,845 

７ その他 53,859 41,679 54,677 

貸倒引当金 △3,200 △400 △4,600 

流動資産合計 4,000,052 55.3 3,139,536 48.8 3,708,621 52.2

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物 
※２ 
※３ 

540,911 509,210 522,629 

(2) 機械及び装置 399,809 294,362 305,049 

(3) 土地 ※２ 552,319 552,319 552,319 

(4) その他 54,874 49,156 51,622 

有形固定資産合計 1,547,914 21.4 1,405,048 21.9 1,431,620 20.2

２ 無形固定資産 45,167 0.6 50,513 0.8 64,263 0.9

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券 768,425 1,160,805 1,019,736 

(2) 繰延税金資産 352,860 301,247 346,071 

(3) その他 538,457 398,279 555,884 

貸倒引当金 △23,120 △24,984 △22,430 

投資その他の資産合計 1,636,623 22.7 1,835,347 28.5 1,899,263 26.7

固定資産合計 3,229,705 44.7 3,290,909 51.2 3,395,147 47.8

資産合計 7,229,757 100.0 6,430,445 100.0 7,103,768 100.0

    



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日現在)

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在)

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形 671,442 385,616 607,843 

２ 買掛金 447,723 294,961 468,550 

３ 短期借入金 ※２ 620,000 420,000 370,000 

４ １年以内償還予定社債 ― 30,000 30,000 

５ 未払法人税等 53,854 16,731 47,237 

６ 賞与引当金 95,000 80,000 94,000 

７ その他 354,174 219,720 245,923 

流動負債合計 2,242,194 31.0 1,447,030 22.5 1,863,554 26.2

Ⅱ 固定負債   

１ 社債 300,000 240,000 255,000 

２ 長期借入金 ※２ 150,000 350,000 350,000 

３ 退職給付引当金 408,391 423,030 414,278 

４ 役員退職慰労引当金 607,612 627,102 617,871 

固定負債合計 1,466,003 20.3 1,640,133 25.5 1,637,149 23.1

負債合計 3,708,198 51.3 3,087,163 48.0 3,500,703 49.3

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 434,319 6.0 434,319 6.8 434,319 6.1

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金 425,177 425,177 425,177 

資本剰余金合計 425,177 5.9 425,177 6.6 425,177 6.0

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金 94,313 94,313 94,313 

２ 任意積立金 2,940,000 2,915,000 2,940,000 

３ 中間(当期)未処分利益 
又は中間未処理損失(△) 

58,925 △11,081 114,735 

利益剰余金合計 3,093,239 42.8 2,998,232 46.6 3,149,048 44.3

Ⅳ 土地再評価差額金 △277,843 △3.9 △468,538 △7.3 △277,843 △3.9

Ⅴ その他有価証券評価差額金 93,486 1.3 200,911 3.1 119,181 1.7

Ⅵ 自己株式 △246,820 △3.4 △246,820 △3.8 △246,820 △3.5

資本合計 3,521,559 48.7 3,343,282 52.0 3,603,064 50.7

負債資本合計 7,229,757 100.0 6,430,445 100.0 7,103,768 100.0

    



② 【中間損益計算書】 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 3,599,870 100.0 3,366,972 100.0 7,732,918 100.0

Ⅱ 売上原価 2,932,239 81.5 2,765,954 82.1 6,313,901 81.6

売上総利益 667,631 18.5 601,017 17.9 1,419,017 18.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 591,710 16.4 613,830 18.3 1,225,376 15.9

営業利益又は営業損失
(△) 

75,920 2.1 △12,812 △0.4 193,641 2.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 17,860 0.5 11,943 0.4 25,957 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 7,462 0.2 6,360 0.2 12,044 0.1

経常利益又は経常損失
(△) 

86,318 2.4 △7,229 △0.2 207,554 2.7

Ⅵ 特別利益 ※３ 17,068 0.5 4,290 0.1 34,363 0.4

Ⅶ 特別損失 ― ― ― ― 16,745 0.2

税引前中間(当期)純利益
又は税引前中間純損失
(△) 

103,387 2.9 △2,939 △0.1 225,173 2.9

法人税、住民税 
及び事業税 

50,624 1.4 13,600 0.4 128,000 1.6

法人税等調整額 3,405 0.1 △2,160 △0.1 △7,993 △0.1

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

49,356 1.4 △14,379 △0.4 105,166 1.4

前期繰越利益 9,568 3,297 9,568 

中間(当期)未処分利益 
又は中間未処理損失(△) 

58,925 △11,081 114,735 

    



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益 
  又は税引前中間純損失(△) 

 103,387 △2,939 225,173

２ 減価償却費  81,664 75,639 171,891
３ 貸倒引当金の減少額  △63,561 △1,645 △62,851
４ 賞与引当金の増加額  9,000 ― 8,000
５ 賞与引当金の減少額  ― △14,000 ―
６ 退職給付引当金の増加額  ― 8,752 ―
７ 退職給付引当金の減少額  △7,938 ― △2,050
８ 役員退職慰労引当金の 
増加額 

 9,745 9,231 20,004

９ 受取利息  △900 △584 △1,593
10 有価証券利息  △3,949 △3,324 △9,472
11 受取配当金  △4,337 △4,680 △4,601
12 支払利息  4,160 3,510 7,375
13 社債利息  750 1,848 3,011
14 社債発行費  1,650 ― 1,650
15 有価証券売却益  △2,575 ― ―
16 売上債権の増加額  ― ― △172,278
17 売上債権の減少額  58,610 308,352 ―
18 たな卸資産の増加額  △106,864 ― △118,247
19 たな卸資産の減少額  ― 78,193 ―
20 仕入債務の増加額  53,986 ― 11,215
21 仕入債務の減少額  ― △395,816 ―
22 役員賞与の支払額  △20,000 △25,000 △20,000
23 その他  57,575 △138,554 34,667

小計  170,401 △101,016 91,892
24 利息及び配当金の受取額  8,009 10,342 14,749
25 利息の支払額  △5,070 △5,578 △11,118
26 法人税等の支払額  △50,735 △38,863 △140,332

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 122,606 △135,115 △44,809

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産 
の取得による支出 

 △7,728 △33,754 △79,425

２ 有形固定資産 
の売却による収入 

 1,719 ― 1,719

３ 無形固定資産 
の取得による支出 

 △600 △967 △38,251

４ 投資有価証券 
の取得による支出 

 △179,219 △3,329 △411,207

５ 投資有価証券 
の売却による収入 

 102,575 ― 126,714

６ 投資有価証券 
の償還による収入 

 100,000 ― 100,000

７ 出資金の取得による支出  ― ― △20,000
８ 貸付による支出  △500 ― △3,650
９ 貸付金の回収による収入  7,822 9,874 12,735
10 投資不動産 
の売却による収入 

 ― ― 25,000

11 その他の投資 
の取得による支出 

 △262 △28,150 △6,665

12 その他の投資の 
償還による収入 

 ― 300 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 23,806 △56,027 △293,030



  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入による収入  990,000 490,000 1,430,000

２ 短期借入金の 
返済による支出 

 △1,340,000 △440,000 △2,030,000

３ 長期借入による収入  ― ― 200,000

４ 社債の発行による収入  98,350 ― 98,350

５ 社債の償還による支出  ― △15,000 △15,000

６ 配当金の支払額  △110,498 △111,334 △110,579

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △362,148 △76,334 △427,229

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ― △13 △2

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  △215,735 △267,490 △765,072

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 1,859,984 1,094,911 1,859,984

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 1,644,248 827,420 1,094,911

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

・製品 …移動平均法による原価

法 

・原材料…移動平均法による原価

法 

・仕掛品…個別法による原価法 

・貯蔵品…最終仕入原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

同左 

(2) 有価証券 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基

づく時価法 

(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

(2) 有価証券 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基

づく時価法 

(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

ただし、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合への出

資（証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。 

(2) 有価証券 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算末日の市場価格等に基づ

く時価法 

(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

ただし、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合への出

資（証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

…定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法によって

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物 ３～50年

機械及び装置 ２～11年

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

(3) 長期前払費用 

支出した費用の効果の及ぶ期間

に渡り均等償却しております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 

社債発行費 

…支出時に全額費用として処理

しております。 

３ 繰延資産の処理方法 

             

  

３ 繰延資産の処理方法 

社債発行費 

…支出時に全額費用として処理し

ております。 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち、当

中間会計期間の負担額を計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち、当

期の負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額(自己都合期末要

支給額の全額)に基づき、当中間

会計期間末において発生している

と認められる額を計上しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額(自己都合期末要

支給額の全額)に基づき計上して

おります。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職金の支給に備えるた

め、内規に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

６ 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

同左 

６ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

７ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。なお、仮払

消費税等と仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債の「その他」に含

めております。 

７ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 



(会計処理の変更) 

  

  

  

(追加情報) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  
               

（固定資産の減損に係る会計基準）
「固定資産の減損に係る会計基準」
（「固定資産の減損に係る会計基準
の設定に関する意見書」（企業会計
審議会 平成14年８月９日））及び
「固定資産の減損に係る会計基準の
適用指針」（企業会計基準委員会
平成15年10月31日 企業会計基準適
用指針第６号）を当中間会計期間か
ら適用しております。 
これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

               

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が4,075千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が、

4,075千円減少しております。 

  

               

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当期から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 
 この結果、販売費及び一般管理費
が9,679千円増加し、営業利益、経
常利益及び税引前当期純利益が同額
減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日現在) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日現在) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  2,072,185千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  1,975,321千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  1,919,047千円 

※２ 担保資産 

(イ)担保に供している資産 

建物 70,415千円 

土地 194,956  

計 265,371  

※２ 担保資産 

(イ)担保に供している資産 

建物 65,210千円 

土地 194,956  

計 260,166  

※２ 担保資産 

(イ)担保に供している資産 

建物 67,501千円 

土地 194,956  

計 262,458  

(ロ)上記に対応する債務 

短期借入金 200,000千円 

長期借入金 150,000  

計 350,000  

(ロ)上記に対応する債務 

長期借入金 150,000千円 

(ロ)上記に対応する債務 

長期借入金 150,000千円 

※３ 国庫補助金で取得した資産の

圧縮記帳額 

建物 16,013千円 

※３ 国庫補助金で取得した資産の

圧縮記帳額 

建物 16,013千円 

※３ 国庫補助金で取得した資産の

圧縮記帳額 

建物 16,013千円 



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 900千円 

有価証券利息 3,949  

受取配当金 4,337  

受取家賃 2,063  

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 584千円 

有価証券利息 3,324  

受取配当金 4,680  

受取家賃 1,948  

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 1,593千円 

有価証券利息 9,472  

受取配当金 4,601  

受取家賃 4,443  

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 4,160千円 

社債利息 750  

社債発行費 1,650  

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 3,510千円 

社債利息 1,848  

     

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 7,375千円 

社債利息 3,011  

社債発行費 1,650  

※３ 特別利益のうち重要なもの 

貸倒引当金戻入益 17,068千円 

※３ 特別利益のうち重要なもの 

貸倒引当金戻入益 4,290千円 

※３ 特別利益のうち重要なもの 

投資不動産売却益 16,088千円 

貸倒引当金戻入益 18,275  

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 64,835千円 

無形固定資産 16,354  

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 59,319千円 

無形固定資産 14,717  

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 135,231千円 

無形固定資産 34,909  



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び 
預金勘定 

981,361千円

有価証券勘定 662,887  

現金及び 
現金同等物 

1,644,248  

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び 
預金勘定 

444,020千円

有価証券勘定 383,400

現金及び 
現金同等物 

827,420

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び
預金勘定 

535,106千円

有価証券勘定 559,804  

現金及び
現金同等物 

1,094,911  



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

機械及 
び装置 
  

(千円) 

  

その他 
(車輌 
運搬具) 
(千円) 

 

合 計
  
  

(千円) 
取得価額 
相当額 

266,335  27,425  293,760

減価償却 
累計額 
相当額 

192,353  4,570  196,923

中間期末 
残高 
相当額 

73,982  22,855  96,837

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

機械及
び装置 
  

(千円) 

 

その他
(車輌 
運搬具)
(千円) 

 

合 計
  
  

(千円) 
取得価額 
相当額 

266,335 43,467 309,803

減価償却 
累計額 
相当額 

236,742 13,652 250,395

中間期末 
残高 
相当額 

29,592 29,815 59,408

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

  

機械及
び装置 
  

(千円) 

  

その他 
(車輌 
運搬具) 
(千円) 

  

合 計
  
  
(千円)

取得価額
相当額 

266,335  41,644  307,979

減価償却
累計額 
相当額 

214,548  8,557  223,105

期末残高
相当額 

51,787  33,086  84,874

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内   51,924千円

１年超   48,981  

合計   100,905  

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内   39,546千円

１年超   23,496  

合計   63,042  

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内   54,673千円 

１年超   33,754  

合計   88,428  

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 26,760千円

減価償却費相当額 24,816  

支払利息相当額 1,650  

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 28,530千円

減価償却費相当額 26,655  

支払利息相当額 1,355  

③ 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 55,026千円 

減価償却費相当額 50,999  

支払利息相当額 3,219  

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

…リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

利息相当額の算定方法 

…リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

利息相当額の算定方法 

同左 

  



(有価証券関係) 

(前中間会計期間) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

  

区分 前中間会計期間末(平成16年９月30日現在) 

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 194,623 356,357 161,733

② 債券  

社債 99,969 101,400 1,430

その他 176,230 172,247 △3,982

③ その他 39,985 38,420 △1,564

計 510,808 668,425 157,617

区分 
前中間会計期間末

(平成16年９月30日現在) 

その他有価証券 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

M・M・F 412,607

F・F・F 250,280

非上場株式 100,000

計 762,887



(当中間会計期間) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

  

区分 当中間会計期間末(平成17年９月30日現在) 

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 200,690 552,585 351,894

② 債券  

社債 99,969 101,800 1,830

その他 201,353 186,994 △14,358

③ その他 120,052 119,425 △626

計 622,065 960,805 338,739

区分 
当中間会計期間末

(平成17年９月30日現在) 

その他有価証券 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

非上場株式 100,000

M・M・F 233,129

F・F・F 150,271

投資事業有限責任組合出資金 100,000

計 583,400



(前事業年度) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

  

区分 前事業年度末(平成17年３月31日現在)

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 197,361 420,135 222,773

② 債券  

社債 99,969 101,500 1,530

その他 201,353 179,570 △21,782

③ その他 120,052 118,530 △1,521

計 618,736 819,736 201,000

区分 
前事業年度末

(平成17年３月31日現在) 

その他有価証券 
貸借対照表計上額

(千円) 

非上場株式 100,000

M・M・F 329,534

F・F・F 180,270

その他投資信託の受益証券 50,000

投資事業有限責任組合出資金 100,000

計 759,804



(デリバティブ取引関係) 

  

  

(持分法損益等) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く

利用しておりませんので、該当事項

はありません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 同左 同左 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

  

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 

１株当たり中間純利益 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

948円 04銭

13円 29銭

１株当たり純資産額 

１株当たり中間純損失 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

900円 04銭

3円 87銭

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

963円 25銭

21円 58銭

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益又は中間
純損失（△）(千円) 49,356 △14,379 105,166

普通株主に帰属しない金額
(千円) ― ― 25,000

普通株主に帰属しない金額
の主要な内訳（千円）  

利益処分による役員賞与金 ― ― 25,000

普通株式に係る中間(当期)
純 利 益 又 は 中 間 純 損 失
（△）(千円) 

49,356 △14,379 80,166

普通株式の期中平均株式数
(株) 3,714,585 3,714,585 3,714,585



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
（第50期） 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

平成17年６月28日 
関東財務局長に提出 

    



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月16日

株式会社 平賀 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社平賀の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第50期事業年度の中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月

30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社平賀の平成16年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年4月1日から

平成16年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  尾  関     純  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  由 紀 雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月21日

株式会社 平賀 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社平賀の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第51期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月

30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社平賀の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1日から

平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  尾  関     純  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  由 紀 雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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